
 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道 １０.４５％ 石川県 １０.１１％ 岡山県 １０.１８％ 

青森県 ９.９６％ 福井県 ９.９８％ 広島県 １０.０４％ 

岩手県 ９.７４％ 山梨県 ９.７９％ 山口県 １０.２２％ 

宮城県 １０.０１％ 長野県 ９.７１％ 徳島県 １０.２９％ 

秋田県 １０.１６％ 岐阜県 ９.８３％ 香川県 １０.２８％ 

山形県 １０.０３％ 静岡県 ９.７２％ 愛媛県 １０.２２％ 

福島県 ９.６４％ 愛知県 ９.９１％ 高知県 １０.１７％ 

茨城県 ９.７４％ 三重県 ９.８１％ 福岡県 １０.２２％ 

栃木県 ９.８７％ 滋賀県 ９.７８％ 佐賀県 １０.６８％ 

群馬県 ９.６６％ 京都府 １０.０６％ 長崎県 １０.２６％ 

埼玉県 ９.８０％ 大阪府 １０.２９％ 熊本県 １０.２９％ 

千葉県 ９.７９％ 兵庫県 １０.２４％ 大分県 １０.３０％ 

東京都 ９.８４％ 奈良県 １０.００％ 宮崎県 ９.８３％ 

神奈川県 ９.９９％ 和歌山県 １０.１１％ 鹿児島県 １０.３６％ 

新潟県 ９.５０％ 鳥取県 ９.９７％ 沖縄県 ９.９５％ 

富山県 ９.５９％ 島根県 １０.０３％ ― ― 

全国一律 １.８０％（１.７９％から変更） 

●65 歳までの高年齢者雇用確保措置のある企業の状況 

１ 高年齢者雇用確保措置の実施状況 

65 歳までの雇用確保措置のある企業の割合は「99.9％（0.1 ポイント増加）」 

２ 65 歳定年企業の状況 

65 歳定年企業の割合は「18.4％（1.2 ポイント増加）」 ≪続きは最後のページへ≫ 

人事・労務に役立つ NEWS LETTER 

B’s 事務所通信 3 
2021 

令和３年３月分からの協会けんぽの保険料率が決定 

 

2021 年（令和 3 年）3 月号 

厚生労働省から、「令和２年「高年齢者の雇用状況」集計結果（６月 1 日現在）」が公表されました。 

 毎年恒例の集計結果の公表ですが、今回の集計結果は、高年齢者雇用安定法に基づき雇用状況を報告した従業

員 31 人以上の企業 164,151 社の状況をまとめたものです。集計結果の主なポイントは、次のとおりです。 

中小企業の従業員の方を中心とした健康保険を取り仕切る全国健康保険協会は、基本的に、毎年１回、３月

分（４月納付分〈補足〉）から適用される保険料率の見直しを行います。令和３年３月分から適用される保険料率は、

次のように決定されました。〈補足〉企業が納付する健康保険の保険料の納付期限は翌月末日であるため、３月分は４月納付分 

１ 一般保険料率〔都道府県単位保険料率〕      は変更あり（富山県以外は変更あり） 

66 歳以上働ける制度のある企業が約３分の１（令和２年「高年齢者の雇用状況」集計結果） 

発行：社会保険労務士法人びいずろうむ 
〒466-0014 名古屋市昭和区東畑町2丁目39-1 ARK BRAIN 2B 

TEL 052-753-4866 FAX 052-753-4867 e-mail info@b-z.jp 通巻 No.138 

㊟ 健康保険組合が管掌する健康保険においては、組合独自の保険料率となっており、介護保険料の負担の仕方も異なる場合があ

ります。所属する組合の規約等をご確認ください。 

★今回の見直しに対応した各都道府県における「健康保険・厚生年金保険の保険料額表」も公表されています。

必要であれば、貴社に適用される保険料額表のダウンロードページをご案内いたします（紙でご用意することも

可能です）。給与計算ソフトをお使いの場合には、その設定に注意しましょう。確認したいことなどがあれば、気

軽にお声掛けください。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・令和２年「高年齢者の雇用状況」集計結果のポイント・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

２ 介護保険料率〔全国一律／40 歳以上 65 歳未満の方について、１に加えて負担・納付〕 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・令和３年３月分からの協会けんぽの保険料率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 



新型コロナウイルス感染症に係る 
メンタルヘルス 〜厚⽣労働省調査より 

 

厚生労働省から、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴

うストレスなど、国民の心理面への影響を把握する調査の

結果が公表されました。 
 

◆不安の対象 
性別年代別の特徴としては、以下のとおりです。 

・全体的に、50歳未満の女性の不安に対する割合が高かった。 

・30歳～49歳の男性や 20歳～49歳女性では、「自分や家

族の仕事や収入に関する不安」の割合が高かった。 

・女性の方が男性より「生活用品などの不足への不安」の割

合が高かった。 

・15歳～19歳の人は「自分や家族の勉強や進学に関する不

安」の割合が高かった。 

また、産業別の特徴としては、「宿泊業、飲食サービス業」

「生活関連サービス業、娯楽業」の人は、「自分や家族の仕

事や収入に関する不安」の割合が高くなりました。 

就業形態別の特徴としては、自営業主（内職者含む）や家

族従業者、パート・アルバイト、派遣社員・契約社員・嘱託、

無職（新型コロナウイルス感染拡大の影響による失職・離職）

の人は、「自分や家族の仕事や収入に関する不安」の割合が

高くなりました。 
 

◆困ったこと・ストレスに感じたこと 
以下の内容を挙げた人が多くなりました。 

・感染や感染症の情報に関すること……「自分や家族が感染

するかもしれないこと」（75.5％） 

・生活に関すること……「医療用品・衛生用品（マスクなど）

が入手困難なこと」（57.6％）「旅行やレジャーができな

いこと」（50.4％） 

・医療・福祉、仕事に関すること……「医療機関を受診しづ

らいなど医療サービスを受けづらくなったこと」（43.1％） 

・家族などに関すること……「家族・親戚・友人などに会え

ないこと」（47.9％） 
 

◆日常生活における変化（新型コロナウイルス感染症の感
染拡大前と比べて） 
「睡眠時間」や「飲酒量」の変化については、増加した人

と減少した人はほぼ同程度でした。「運動量」が減少した人

が約４割、「ゲームをする時間」が増加した人が約２割いま

した。 

 

厚生労働省では、特設サイト「こころの耳」の中で、新型

コロナウイルス感染症に関連した不安やストレスと上手に

付き合う方法について、専門家からのアドバイスや相談窓

口などを紹介しています。従業員の皆様のメンタルヘルス

対策にお役立てください。 

【厚生労働省「こころの耳：働く人のメンタルヘルス・ポータ

ルサイト～新型コロナウイルス感染症対策（こころのケア）」】 

https://kokoro.mhlw.go.jp/etc/coronavirus_info/ 

テレワーク推進のための対応 
〜経団連「緊急事態宣⾔下における 
テレワーク等の実施状況調査」も踏まえて 

 

◆二度目の緊急事態宣言 
１月に11の都府県に緊急事態宣言が発令され、今なおそ

の多くの地域で期限が延長されています。そのような中、政

府は出勤者の７割減を目指して、企業にテレワークの徹底

を求めています。 

昨年春の緊急事態宣言発令を機に、これまで取組みが進

んでいなかった企業でも、広くテレワークが導入されるよ

うになりました。一方で、緊急事態宣言後にテレワークをや

めてしまったという企業も多く、テレワークの実施につい

ては様々な問題点も指摘されているところです。 
 

◆テレワークの推進のために実施した対応 
一般社団法人日本経済団体連合会は、１月15日～22日に

緊急事態宣言下におけるテレワーク等の実施状況の調査

（回答数 505社（／1,468社））を実施しています。調査に

よれば、大企業を中心に構成されているということもあり、

９割の企業が原則テレワークを実施という結果になってい

ます。 

その中で、「昨年４月の緊急事態宣言以降、テレワークの

推進のために実施した対応」に関する回答としては、①情報

機器や通信環境の整備（95％）、②業務内容やプロセスの見

直し（87％）、③人事制度や勤務体系の改定（66％）、④研

修の実施（30％）が挙がっています。 

その他回答として以下のようなものが挙がっており、参

考になります。 

社長名での社内通達／オンライン会議の推進／オンライ

ン朝礼の実施による従業員の健康状態等把握／リモートワ

ーク手当の創設／リモートハラスメント研修の実施／賃金

保障の上での時短勤務／社外有識者へのヒアリング／採

用・研修のオンライン化 
 

◆１つずつ問題点を検討したうえで対策を 
テレワークは企業規模が大きいほど導入率が高いという

傾向があります。中小企業では様々な理由から、対応に苦慮

しているところも多いでしょう。資料が電子化に対応して

いないこと、情報セキュリティ対策の難しさ、コミュニケー

ションの取りづらさ、そもそもＩＴ環境が未整備であるこ

と（コスト増への対応）など、課題は多く挙げられます。 

一方で、今後様々な手続業務について電子化が推進され、

多くの企業でオンラインのやり取りが一般的な流れとなっ

ていく中、テレワーク対応も不十分なままでは、今後の企業

経営に影響が出ることは容易に想像できるところです。 

現在、厚生労働省は、緊急事態宣言の発出を受けて、「テレ

ワーク相談センター」の機能充実を図るため、オンラインで

のコンサルティングの案内も行っています。労務管理のオ

ンラインコンサルティングを５回まで無料で受けられるそ

うです。自社独自の課題に対応するために、専門家の支援も

得ながら、具体的な対策を検討していきたいところです。 



世代別ハラスメントへの認識ギャップに注意 
〜ダイヤモンド・コンサルティングオフィス合同会社の調査より〜 

 

◆ハラスメントへの世代間での認識ギャップ 
 テレワークを行っている会社員を対象に、ハラスメン

トへの感じ方を調査したアンケート結果が公表されまし

た（ダイヤモンド・コンサルティングオフィス合同会社）。

調査から、テレワーク下での上司の言動をハラスメント

と感じるかどうかには、世代間で大きなギャップがある

ことがわかりました。 

 まず、「上司がテレワークの際に、仕事をしているかわ

からないことを理由に、日報を書いて送ることを義務付

けること」がパワーハラスメントに該当すると思うかと

いう質問には、20代の50.0％が「絶対に該当すると思う」

「おそらく該当すると思う」と回答しました。他方、50代

では31.3％に留まりました。 

 また、「上司がテレワークの際に、会議で顔出しするこ

とを強要すること」については、20代の55.0％が「絶対

に該当すると思う」「おそらく該当すると思う」と回答し、

50 代の 35.7％と比べ、世代間で 19.3 ポイントのギャッ

プがありました。 

 全体的に、若い世代のほうがハラスメントに対して敏

感に感じ取る傾向があることがわかります。 

 

◆ギャップを認識することが重要 
 こんなことをハラスメントと感じるのか、と驚かれた

方もいるでしょう。重要なのは、実際にこれらがハラスメ

ントに当たるかどうかではなく、世代によって感じ方に

ギャップがあるということを認識し、対応していくこと

です。これらの認識の差は、職場にコミュニケーション不

和を生じさせ得るものです。かつての当たり前が、これか

らもそうであるとは限りません。働き手が減少するなか

でも若い世代を採用し、企業を発展させていくためには、

こういった感じ方の違いを小さくする努力をしつつ、ハ

ラスメント対策をアップデートさせていくことが欠かせ

ないでしょう。 

【ダイヤモンド・コンサルティングオフィス合同会社「世代

間におけるハラスメントに対する感じ方／認識の実態調査」】 

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000003.000058

857.html 

 

 

厚⽣労働省による在籍型出向の⽀援制度 

 

◆在籍型出向の支援制度 
新型コロナウイルス感染症の影響を受け、事業の一時 

的な縮小などを行う企業が、従業員の雇用維持を図るた

めに、人手不足などの企業との間で「在籍型出向」（雇

用シェア、従業員シェアなどと呼ばれることもありま

す）を活用する取組みが行われています。 

厚生労働省においても、こうしたコロナ禍における雇

用維持を目的とした在籍型出向の取組みを支援する策を

打ち出していますので、以下で紹介します。 

 

◆在籍型出向とは何か？ 
いわゆる出向とは、労働者が出向元企業と何らかの関

係を保ちながら、出向先企業と新たな雇用契約関係を結

び、一定期間継続して勤務することをいい、このうち、

在籍型出向は、出向元企業と出向先企業との間の出向契

約によって、労働者が出向元企業と出向先企業の両方と

雇用契約を結ぶものをいいます。 

 

◆産業雇用安定助成金 
厚生労働省による支援策の１つに、出向元事業主・出

向先事業主に対する助成制度があります。 

「産業雇用安定助成金」がそれで、新型コロナウイル

ス感染症の影響により事業活動の一時的な縮小を余儀な

くされた事業主が、「出向」により労働者の雇用維持を

図る場合、出向元と出向先の双方の事業主に対して、そ

の出向に要した賃金や経費の一部を助成するというもの

です。令和３年２月５日に新設された助成金です。 

出向元事業主および出向先事業主が負担する賃金、教

育訓練および労務管理に関する調整経費など出向中に要

する経費の一部が助成されます（出向運営経費）。ま

た、就業規則や出向契約書の整備費用、出向元事業主が

出向に際してあらかじめ行う教育訓練、出向先事業主が

出向者を受け入れるための機器や備品の整備などの出向

の成立に要する措置を行った場合に助成されます（出向

初期経費）。 

雇用維持を図るための助成金ですので、出向期間終了

後は元の事業所に戻って働くことが前提となる点に留意

してください。 

 

◆マッチング制度 
その他の支援策として、公益財団法人産業雇用安定セ

ンターによるマッチング制度があります。同センターで

は、新型コロナウイルスの影響により、一時的に雇用過

剰となった企業が従業員の雇用を守るために、人手不足

などの企業との間で在籍型出向を活用しようとする場合

に、双方の企業に対して出向のマッチングを無料で行っ

ています（全国47都道府県にセンターの事務所があ

り、企業からの相談に応じています）。 

 

 

 

 

 

   

 

  



◆あとがき◆ いよいよ春ですね。愛知では緊急事態宣言も解除されましたが、引き続き密は避け、 

予防対策を取っていこうと思います。浮かれすぎて GW お出かけ禁止令が出てもつまりませんので。 

≪最初のページからの続きです≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔問〕企業が従業員に在宅勤務手当を支給した場合は、従業員の給与として課税する必要はありますか。 

〔答〕在宅勤務に通常必要な費用について、その費用の実費相当額を精算する方法により、企業が従業員に対して

支給する一定の金銭については、従業員に対する給与として課税する必要はありません。 

なお、企業が従業員に在宅勤務手当（従業員が在宅勤務に通常必要な費用として使用しなかった場合でも、そ

の金銭を企業に返還する必要がないもの〈例えば、企業が従業員に対して毎月 5,000 円を渡切りで支給するも

の〉）を支給した場合は、従業員に対する給与として課税する必要があります。 

〔問〕在宅勤務を開始するに当たって、企業が従業員に事務用品等（パソコン等）を支給した場合は、従業員の 

給与として課税する必要はありますか。 

〔答〕企業が所有する事務用品等を従業員に貸与する場合には、従業員に対する給与として課税する必要はありま

せんが、企業が従業員に事務用品等を支給した場合（事務用品等の所有権が従業員に移転する場合）には、従業

員に対する現物給与として課税する必要があります。 

上記の「貸与」については、例えば、企業が従業員に専ら業務に使用する目的で事務用品等を「支給」という

形で配付し、その配付を受けた事務用品等を従業員が自由に処分できず、業務に使用しなくなったときは返却を

要する場合も、「貸与」とみて差し支えありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅勤務に係る費用負担等に関するＦＡＱ（源泉所得税関係）を公表（国税庁） 

国税庁から、「在宅勤務に係る費用負担等に関するＦＡＱ（源泉所得税関係）」が公表されました。 

テレワークのうち在宅勤務では、費用負担についてトラブルが生じやすいとされていますが、このＦＡＱで

は、在宅勤務に係る費用負担等について、税制上の取扱いで質問が多い事項などを取りまとめたものとなって

います。いくつか抜粋してお伝えします。 

★令和３年４月１日からは、高年齢

者雇用安定法の改正により、70 歳

までの就業機会の確保が企業の努

力義務とされます。これが施行され

ると、66 歳以上働ける制度のある

企業等がさらに増加することにな

りそうです。 

この改正の施行により、企業の皆

様は、これまでの 65 歳までの雇用

の確保から、もう一段階取り組みを 

お仕事 
カレンダー 

３月 

3/10 ● 2021 年 2 月分の源泉所得税、住民税特別徴収税の納付 

 3/15 ● 2020 年分の所得税、個人住民税、個人事業税、贈与税の確定申告期限 ※4/15 まで延長 

3/31 ● 2 月分健康保険料・厚生年金保険料の納付 

● 1 月決算法人の確定申告と納税・2021 年 7 月決算法人の中間申告と納税（決算応当日まで） 

● 4 月・7 月・10 月決算法人の消費税の中間申告（決算応当日まで） 

● 個人事業者の消費税・地方消費税の確定申告 ※4/15 まで延長 

●66 歳以上働ける企業の状況 

１ 66 歳以上働ける制度のある企業の状況 

66 歳以上働ける制度のある企業の割合は「33.4％（2.6 ポイント増）」 

・中小企業における割合は「34.0％（2.6 ポイント増加）」 

・大企業における割合は「28.2％（2.9 ポイント増加）」 

２ 70 歳以上働ける制度のある企業の状況 

70 歳以上働ける制度のある企業の割合は「31.5％（2.6 ポイント増加）」 

・中小企業における割合は「32.1％（2.5 ポイント増加）」 

・大企業における割合は「26.1％（2.8 ポイント増加）」 

進めて、高齢社員の強みを活かした人事管理制度を整えていく必要があるといえるでしょう。70 歳までの就業

機会の確保について、不明な点などがあれば、気軽にお尋ねください。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・在宅勤務に係る費用負担等に関するＦＡＱ（源泉所得税関係）のポイント・・・・・・・・・・・・・・・・ 

★在宅勤務に通常必要な費用について、実費精算の形で従業員に支給する金銭は給与に該当せず税金は発生

しません。一方、定額の在宅勤務手当は給与に該当し税金が発生するというのが基本です。このＦＡＱでは、

このような前提となる取扱いを説明したうえで、「通信費に係る業務使用部分の計算方法」、「電気料金に係る

業務使用部分の計算方法」なども取り上げています。詳細につきましては、気軽にお尋ねください。 


